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Cubic Boron Nitride (CBN)砥石を用いた機械式切断試験を行い、砥石の切断進行と砥石回転用モータ電流の
関係および研削比（研削された試験体体積／損耗した砥石体積）から、ラッパ管と燃料ピンにおける CBN 砥
石の切断機構について考察した。 
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1. 緒言 

高速炉燃料の再処理では燃料ピンをせん断するため、燃料集合体からラッパ管を引抜き、燃料ピンのみを
取出す解体技術が必要となり、レーザ切断や機械式切断[1]を用いた燃料集合体の解体技術が開発されてきた。
本件では、CBN砥石を用いた機械式切断試験を行い、CBN砥石の切断機構について考察した。 
2. 試験方法 
 CBN 砥石を用いてラッパ管および燃料ピンを模擬した SUS製の試験体（ラッ
パ管：板材、燃料ピン：中実棒の集合体）の切断試験を行い、切断時のモータ
電流の測定および研削比を算出するために砥石の砥粒層の減少量を測定した。
CBN砥石の仕様は、直径 300mm、厚さ 2mm。図 1に CBN砥石の外観を示す。 
3. 試験結果 
 図 2にラッパ管試験体の切断（Slit cut）結果を示す。切断が完了（切断に
よる板材の切り離し）しても砥石が試験体から離脱するまではモータ電流の変
化が観察された。図 3 に燃料ピン試験体の切断（Crop cut）結果を示す。切断
が完了すれば CBN 砥石が試験体から離脱する前にモータ電流は無負荷電流と
なった。また、電流の周期的なピークが観察された。 
4. 考察 
 外周刃ブレードの既往研究と CBN 砥石を用いた切断試験の結果を比較する
ことで切断機構を考察した。庄司ら［2］は、外周刃ブレードによる切断試験
で研削抵抗を測定し、砥粒層側面の影響がある場合の挙動を明らかにした。図
4 に研削抵抗と切断時間の関係を示す。砥粒層側面の影響がある場合は、切断
が完了しても砥石が試験体から離脱するまで研削抵抗が発生している。図 2の
電流の変化は、庄司らの研削抵抗の変化と類似していることから、切断には砥
粒層側面の影響があると推測される。図 3では、切断が完了するとモータ電流
が無負荷電流に変化したことから、砥粒層側面の影響はないと推測される。ま
た、Slit cut と Crop cut の研削比の比較で、Slit cut の研削比が Crop cut
に比べて小さく（損耗した砥石体積が大きい）、これは切断に砥粒層先端以外
（側面）の影響が推測され、前述の考察と一致する。図 3の電流の周期的なピ
ークは、砥石の砥粒層先端が試験体と接触する長さと関連性が認められ、砥粒
層側面が切断に影響しないことが研削比の増加をもたらしたと推測される。 
5. まとめ 
 CBN 砥石を用いた機械式切断試験おいて、ラッパ管と燃料ピンの切断機構の
違いが砥粒層側面の影響と推測され、ラッパ管の切断では、砥粒層側面の影響
が CBN砥石の切断部（砥粒層）の破損などを引き起こす可能性があり、その要
因として推測される切断時の砥石面の振動による接触などを低減することが
解体技術の信頼性向上につなげることが出来ると考えられる。この結果を踏ま
えて工学規模の検証試験における実用性の評価を行っていく。 
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